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議論に至った経緯・検討が必要な事項
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・各窓口にて相談支援を行っているが、成年後見制度を含む権利擁護に関する相談は、相
続や不動産処分等、法律的な問題が生じていることが多く、一つの窓口で対応・解決す
ることが難しい。また、成年後見制度の利用に向けて、申立てを行う際にも専門職によ
る支援が必要な場合が多く、繋ぎ先に迷うケースが多々あることが課題として挙がって
いる。

・現状では、法テラスや弁護士会等の連絡先を案内しているが、相談者にとっては再度別
の窓口に連絡し、一から概要を説明することは負担が大きく、連絡を躊躇する方も多く、
課題が解決できないまま先延ばしになっていることもある。

・上記の状況から、中核機関として法的な助言や申立てに向け専門職との連携が必要な場
合に、スムーズに連携できる体制の構築が必要であると判断した。

＊議論に至った経緯

＊検討が必要な事項

・専門職との連携について、二つの場面を中心に思案していく。
場 面 １：市民等からの相談の中で、法律相談が必要であると判断した場合
検討事項：次の相談窓口として繋ぐ先とその繋ぎ方について検討が必要。また、その後どこ

までの継続相談に対応するか、あらかじめ決めておく必要がある。
場 面 ２：支援の方向性を決めるケース会議等で、専門職の助言や支援が必要であると判断

した場合（本人の利益を図る目的で実施するもの）
検討事項：専門職の職種選定方法や申立て支援が必要な場合、そのまま支援者となる仕組み

にするのか検討が必要。また、ケースによっては複数の専門職を派遣することも
想定される。



相談者
（本人・親族・ケアマネ等）

中核機関
（松戸市成年後見相談室）

・一次相談窓口（包括・基幹等）

・日常生活自立支援事業担当
（市社協）

法律相談や申立て支援が
必要と判断

困難事例、法律相談すべ
きか判断に迷う場合

法律相談や申立て支援が
必要と判断

困難事例等であり、専門職の
助言や介入が必要と判断

対応した司法職が
申立て支援を行う

相談

相談

相談

司法職による相談
※１

※１ 弁護士および司法書士
※２ 弁護士・司法書士・社会福祉士のいずれかを想定

※一次相談窓口兼二次相談窓口

一次相談窓口で判断に迷ったケースに
ついて、中核機関に相談することに
よって、情報が集約され、迅速に適切
な支援に繋ぐことができ、早期解決が
期待できる。

専門職の派遣
※２

市が調整

▶場面１

▶場面２

専門職との連携が必要な場面のイメージ図（案）

申立て支援が必要な場合

申立て支援が必要な場合
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◎ 国の計画では、権利擁護支援の検討に関する場面
（成年後見制度の利用前）における地域連携ネッ
トワークの機能を強化するための取組みとして、

・中核機関がケース会議に参加する際のルールづくり
・専門職の派遣のしくみづくり が明記されている。

第二期成年後見制度利用促進基本計画
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